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トップメッセージ

　2012年3月期連結の業績は、売上高1,391百万円（前年同期比30.1％増）、
営業損失206百万円（前年同期は196百万円の営業損失）、経常損失262百万円

（前年同期は259百万円の経常損失）、当期純損失392百万円（前年同期は375百
万円の当期純損失）となりました。

様々な要因がありますが、最大の要因はOEC（大阪エンターテイメントシティ）構想からの撤退と大型
案件の期ずれです。

　OEC構想については、2011年3月11日に大阪府から発表された「万博記念公園南側ゾーン活性化事業者」
に公募しておりましたが、誠に遺憾ながら同年12月に最優秀提案者に選定されず、見込んでいた収益機会を得
られませんでした。本構想を実現するために、関連会社大阪投資マネージメント株式会社を設立し、当社と致
しても全社一丸となって取り組んでいた案件であり、損失は大変大きかったと認識しております。
　また、大型案件の期ずれについては、その性質上、結果的に当期内でクローズし切れませんでした。

大変難しい問題ですが、次の2つの要因が大きく影響したと当社では考えております。

　まず一つ目は、財務力を示せなかったことです。

　この事業には1,500億円～2,000億円の事業費が見込まれ、当然のこととして当社1社だけでは到底実現し
得る規模ではありませんでした。当初より、本構想のために設立した大阪投資マネージメント株式会社は順次
増資をしていく計画で、数々の有力企業に一翼を担って頂く予定でした。当然、その計画は実現可能な地に足
がついたものでしたが、そのことについて、上手に大阪府にアピールできず、最終的にご理解頂けなかったこ
とは、力不足であったと認識しております。

　二つ目には、有力なパートナーを充分にアピールできなかったことが挙げられます。先述のように、事業者
選定された場合には、資本業務提携先の株式会社ＩＳホールディングスや、事業参画・事業協力を頂く有力な
企業群にも増資を引き受けて頂く予定になっておりました。また、万博跡地南側ゾーンの賃貸契約後の開発に
おいても、皆様もご存じの様々な有力企業と協力していく予定でした。大阪経済の起爆剤と成り得る事業と確
信しており、力を入れて構想や計画についてアピールしたつもりでした。ただ、結果としてはそれを大阪府に
アピールしきれず、ご理解頂けなかったと受け止めております。

Ｑ.

Ｑ.

どうしてこのような結果になったのでしょうか？

なぜOEC構想に選定されなかったのでしょうか？ 主な要因は以下の点です。

Ｑ. 特別損失がかなり大きいですが、なぜですか？ 

A.
・大阪投資マネージメント株式会社の解散（関係会社株式評価損の計上）
選定から外れたことを受けて同社を解散し、関係会社株式評価損208百万円を特別損失に計上しました。

・賃貸用不動産の減損損失
収益性の低下した賃貸用不動産について帳簿価額を回収可能価額まで減額、減損損失111百万円を特別損失
に計上しました。

・固定資産の売却による、金利スワップ解約損
当社保有の投資不動産（東大阪市）を売却、その借入金の金利上昇リスクをヘッジする目的で締結していた
金利スワップ契約を中途解約したため、金利スワップ解約損88百万円を特別損失に計上しました。

・貸倒引当金繰入額
保有債権の回収可能性を慎重に検討した結果、貸倒引当金繰入額51百万円を特別損失に計上しました。

代表取締役社長
前田健司

A.
個別の案件の性質上、交渉に時間を要するものが多く、今回の期末までにクローズすることができず、
結果的に期ずれとなってしまいました。

　具体的な案件については、相手方との関係もあるため、ご説明申し上げることはできませんが、次期におい
て、いち早く株主の皆様へご報告できるように、前向きな姿勢で取り組んでおります。

Ｑ. 大型案件の期ずれはなぜおこったのでしょうか？

A.

A.

　2010年6月21日に発表した新中期経営計画にも掲げているとおり、2010年～2013年の3ヵ年を本構想
実現のための「開発準備期間」として、社員一丸となって、財務面でも人員面でもほぼ本構想に注力するかた
ちで取り組んでおりました。当社の事業計画は、大阪府が「将来ビジョン・大阪」や「大阪の成長戦略」に掲
げた“国際エンターテイメント都市・大阪”の実現に合致した提案であり、必ずや選定されるものと確信して
いました。そのため、選定に漏れた際の準備が充分でなかったことは否めず、結果的に大きな赤字要因になっ
たと反省しております。

　上記理由の主な要因により、赤字決算となりましたこと、深くお詫び申し上げますとともに、この結
果を真摯に受け止め、当期で負の要素を一掃したものと捉え、次期こそは具体的に数字として表わす期
でなければならないと決意しております。



トップメッセージ

Ｑ.

Ｑ.

Ｑ.

では、新しい組織体制について具体的に教えてください。

財務基盤について、具体的な施策は何かありますか？

次期（第21期）の課題・目標・戦略について教えてください。

以前より構想しておりましたが、本年4月より新たに立ち上げたものです。事業活動の迅速化を目的と
して、代表取締役である私が直轄する形に投資事業本部を再編成し、さらに事業サポート本部、投資事

業本部、NQ Style事業本部、東京事業本部、国際事業本部の各本部を設置しました。
　これらの本部の始動により機動的な事業活動を行うことが可能となり、短期的に収益を計上できる案件のみ
ならず、長期的なスパンの案件に取り組む体制が整いました。今後は、収益力の向上と財務基盤の安定をとも
に図っていきます。

物件の入れ替えを行い、保有する資産を適時売却していきます。資産売却についてはすでに着手し、資
金化の目途も立っている案件もあります。また、役員報酬の減額および諸経費の削減等、徹底したコス

ト削減を行うことで収益性を改善します。

当社グループは、まず業績の回復および更なる財務体質の改善を喫緊の課題と捉えております。

A.

A.

A.
　具体的な戦略としては、国内開発案件で、有限責任事業組合を活用し他の事業会社と共同で投資用分譲マ
ンションの開発・販売を行い、一定の収益を計上します。また、従来より取り組んでいる管理SPCの資産積
上げを継続し、更なる情報網の構築を狙い、市場の動向を常に捉え、新たな企画・立案を心掛けていきます。

　さらに、海外投資案件では、2011年10月に設立した子会社および2012年2月に開設した当社東京オフ
ィスを活用し、2012年4月に設置した国際事業本部のもと人員を増強し、取扱い件数を増やしていきます。
実際に2011年10月に設立した子会社は、米国不動産投資を目的としており、案件成約を含む件数の増加
が顕著に出てきております。これは次期以降本格的に収益に寄与する見込みです。
　時期を同じくして、北九州オフィスを開設しましたが、ここで主に取り組んでいる「NQ Style事業」では、
地方自治体の街づくりにおいて官・民・学が連携する新しいビジネスモデルを構築し、多方面からの収益の

増加を図ります。OEC構想案件で培ったノウハウ（具体的には、様々なアーティストのコラボレーション
によるエンターテインメント事業・エコ開発事業・教育開発事業等街づくりにとって大切な要素を取り入
れた事業）を新たな事業領域で活かしていく方針です。日本各地の活性化モデルとなれるよう取り組んでい
きます。
　一つ一つの案件に対し、真摯に向き合い、当社らしく誠意を持って取り組んで参ります。次期については、
ご期待に添えられるように、努力していく所存ですので、これからの燦キャピタルマネージメント株式会社
にご期待ください。

Ｑ.

Ｑ.

役員体制が大きく変わっていますが、その理由を教えてください。

配当についてどのように考えていますか。

取締役につきましては、経営体制の強化、監査役につきましては、高度な監査体制の構築が、その理由
でございます。

　取締役につきましては、2011年４月より準備を進めていた組織体制が整いましたので、現行４名の体制か
ら、組織体制に合った形で２名増員し、６名体制で臨む所存でございます。この増員の最大の理由は、経営体
制の強化ということ以外にはございません。
　2011年４月１日より、代表取締役社長である私が投資事業本部本部長を兼務し、事業活動の多様化および
事業拠点の拡大に努めて参りました。その結果多様化した事業活動および増加した事業拠点に対応するため、
本年４月より、投資事業本部内各事業部を事業本部へと格上げし、各事業本部に本部長を配属し、意思決定の
迅速化および担当部門の権限と責任の明確化を行いました。さらに、明確化した担当部門の権限と責任をより
経営者としてのものに昇華させるため、今回各事業本部に取締役を配置致しました。より機動的かつ適切な事
業活動が可能となり、安定収益の確保、財務基盤およびコンプライアンス体制の強化、つまり経営体制の強化
が図れるものと考えております。
　この度３名が新任の取締役となっております。岡田和則、松本一郎、川﨑貴生でございます。３名ともが当
社従業員として重要職務を全うしてきた実績を有しており、当社グループの業態、業務を十分に理解しており
ます。現場の状況、従業員の特性等も把握した上で、当社経営に参画できると考えております。
　また、監査役につきましては、１名を新たに迎えております。三嶋政美氏でございます。監査法人での監査
業務のご経験があり、また現在は公認会計士・税理士事務所所長として、監査業務のみならず、多くのクライ
アントへのコンサルティング活動にも精力的に活躍しておられます。事業活動の多様化に対応するためには、
より高度な監査スキルが要求されます。そのためには、同氏の専門的な知識および経験が欠くことのできない
ものと考え、今回ご就任頂いております。
　この新役員体制で現状を打破して参る所存でございます。

本年５月に発表致しました決算短信において、配当予想がゼロとなっております。ただ、当社の意図と
致しましては、決して復配しないということではございません。まずは確実に結果を残す。次にその結

果に基づき、確実に配当ができるという体制をつくる。その体制が整った時点でしっかりとお約束したいとい
う所存でございます。株主様へ復配できます日が一日でも早くなるよう全力で取り組んで参ります。

A.

A.

　次期（2013年3月期）には、組織体制の一新をはじめとした様々な取組みを実
施し、業績回復や財務体質の改善に繋げていきます。連結業績予想につきましては、
売上高は1,891百万円、営業利益は129百万円、経常利益は112百万円、当期純
利益は226百万円を見込んでおります。



トピックス

都市間競争の時代へ

収益のゴールデントライアングル
NQ Styleプロジェクトとは

現在の取組み
「NQ Styleプロジェクト」

　そもそもNQとは、「North Kyu(Q)shu」、つまり北九州市を指し
ております。
　当社は、当社社長が、北九州市より経済大使（ひまわり大使）
を拝命した経緯から、2013年に市制50周年を迎える同市の掲げ
る「北九州ブランドの創造」というテーマに対して「NQ Style」
というコンセプトプランを提案させて頂いております。

　以下の５つのカテゴリーにより、北九州市の街づくりおよび生
活スタイルそのものをブランド化していきたいと考えております。

※なお、NQの魅力については、当社HP Staffブログでも紹介しております。
　ぜひご覧ください。
http://www.sun-capitalmanagement.co.jp/pr/category/staff/staff-nq/

　当社グループは上場以来、“定住人口”に着目し、中小型の賃貸マンションを中心とした投資事業・投
資マネージメント事業を展開しております。加えて、現在人口減少が進む中、ヒト・モノ・カネを外から呼
び込む“移動人口”にも注目しておりました。
　また、時代の流れは国家単位での競争ではなく、都市単位での競争“都市間競争の時代”を迎えてお
ります。国際競争に勝てる都市は、金融・経済・環境・芸術・文化・歴史など多面的な顔を持つとされて
いますが、大阪に本社を置く当社グループとしては、かつて約6,400万人の来場者を世界各国から呼び
込んだ大阪万博跡地を中心に、その大阪を「勝てる都市」として位置づけ、エンターテインメントを通じ、
観光とリンクした街づくりを目指しました。
　その足掛かりとして、当社グループは大阪府の万博記念公園南側ゾーン活性化事業者の公募提案を行
いましたが、結果は残念なものとなりました。

　しかしながら、並行して取り組んでいた“NQ Styleプロジェクト”のベースである北九州市は、経済協
力開発機構（OECD）から“グリーン成長に関する世界のモデル都市”としてアジアで唯一選定されるなど、
環境都市として世界的に認められており、また、大きな市場であるアジアとの地理的な環境にも優れてい
る等、「勝てる都市」として相当高いポテンシャルがあると考えております。
　当社のNQ Styleプロジェクトの展開により、この北九州市に多面的価値を創出し、日本を代表する都
市として、都市間競争の時代にも打ち勝てると確信しております。

　当社は、２０１１年１０月に台湾の大手会社、
Ruentex Industries Ltd. （潤泰全球股份有限
公司、以下：RUENTEX社）と包括的な業務提
携に関する基本合意を締結致しました。

　RUENTEX社は紡績・服飾事業、建設・開発
事業、金融事業、流通量販事業、医療事業、教
育事業等々を展開しており、今後様々な分野にお
いて共鳴できると考えております。
　今後はRUENTEX社と共に北九州市から台湾、
そして中国・アジアへとビジネスを展開し、収益の

『ゴールデントライアングル』を創って参ります。

　その結果、拡大するアジア市場でのビジネスチ
ャンスを確実に捉え、当社の収益に繋げていく所
存でございます。

NQ International

NQ Medical

NQ Culture

NQ Ecology

NQ Development

●「NQ Culture」 …………
●「NQ Development」 …
●「NQ Ecology」 …………
●「NQ Medical」 …………
●「NQ International」 …

音楽、芸能、スポーツ
企業誘致、遊休資産活用
環境ビジネス
医療・介護サービス（含むITシステム）
海外との連携、国際化

NQ Style事業本部の拠
点となるオフィスを北九州
市に開設致しました。

環境関連企業と事業モ
デルの構築を図ってお
ります。

NQ

Style
2012年4月

市制５０周年を迎え
る北九州を盛り上げ
るため音楽ライブを
行いました。

2012年5月

北九州市に屋台街“小倉十三区”がオー
プン致します。店舗の募集を終了し、
現在オープンの準備を進めております。

2012年秋 北九州市所有の宿泊施設「国民
宿舎 めかり山荘」の跡地利用事
業者の公募手続きにおいて、優
先交渉権者に選定されました。

2012年5月

台湾

北九州

アジア

24時間就航可能な北九州空港の活用等によ
り、台湾を代表する企業とのリレーションの構
築を図っております。2011年11月



燦キャピタルマネージメント株式会社

Sun Capital Management Corp.

1992年9月

8億6,625万円

27名（連結76名）

〒541-0048
大阪市中央区瓦町二丁目3番15号
TEL.06-6205-5611
FAX.06-6205-5711

投資事業　ソリューション事業

社 名

（英文表記）

創 立

資 本 金

従業員数

本社所在地

事業内容

：

：

：

：

：

：

①発行可能株式総数・・・・・・・・・・ 146,400株
②発行済株式数・・・・・・・・・・・・・ 59,100株
③株主数・・・・・・・・・・・・・・・・ 1,197名

個人その他
1,164名 38,689株
65.46％

金融商品取引業者
15名 1,302株
2.20％

金融機関
2名 1,474株
2.49％

外国法人等
6名 1,653株
2.80％

その他の法人
10名 15,982株
27.04％

金融商品取引業者
319株
0.54％

金融機関
418株
0.71％

その他の法人
15,981株
27.04％

外国法人等
1,420株
2.40％

個人その他
40,962株
69.31％

合計
59,100株

会社概要 株式の状況

株式分布状況

株主名 持株数（株）出資比率（％）

前田 健司 15,780 26.70 

株式会社ISホールディングス 15,000 25.38 

佐々木 康裕 4,800 8.12 

増田 洋介 1,800 3.04 
バンク　ジュリウス　ベア　アンド
カンパニー　リミテッド 1,410 2.38 

大阪証券金融株式会社 1,309 2.21 

西山 知延 805 1.36 

燦キャピタルマネージメント役員持株会 803 1.35 

株式会社ユニオン 600 1.01 

楽天証券株式会社 405 0.68 

大株主

前田 健司

金森 昭彦

宮本 則昭

岡田 和則

松本 一郎

川﨑 貴生

河合 徳彦

金子 歩

三嶋 政美

代表取締役社長

取 締 役

監 査 役

：

：

：

役員

出資比率は、小数点以下第3位を四捨五入

●所有者別状況

投資事業

アセットマネージメント事業

その他の事業

［主な投資対象］
鳥取カントリー倶楽部・グランドホテル松任

［主な事業会社］
燦アセットマネージメント

事業内容

事業内容

事業内容

●優良不動産（賃貸マンション、オフィス、商業施設）、
  企業、事業などを中心とした投資・管理

●特別目的会社（SPC）のアセットマネージメント（資産管理）業務の受託
●私募ファンドの立ち上げおよびその事務管理業務
●投資スキームおよび資金調達の
  企画立案などファンドビジネス全般業務

●アドバイザリー業務、仲介業務およびその他コンサルティング業務

当期の概況

当期の概況

　投資事業につきましては、当社保有の不動産からの賃
料収入、ゴルフ場売上、ホテル売上等の結果により、投
資事業の売上高は1,067百万円（前期比35.4％増）、
セグメント損失（営業損失）は236百万円（前期は162
百万円のセグメント損失（営業損失））となりました。

　アセットマネージメント事業につきましては、アセットマネージ
メント業務報酬、ファンドからの管理フィー、ファイナンスアレン
ジによるアレンジメントフィー等を計上したこと等の結果により、
アセットマネージメント事業の売上高は166百万円（前期比
25.0％減）、セグメント損失（営業損失）は55百万円（前期
は48百万円のセグメント損失（営業損失））となりました。

当期の概況
　その他の事業につきましては、アドバイザリー業務報酬
およびOEC構想に係る開発業務報酬等の結果により、そ
の他の事業の売上高は156百万円（前期比167.8％増）、
セグメント利益（営業利益）は62百万円（前期は17百
万円のセグメント損失（営業損失））となりました。

166（百万円）売上高

156（百万円）売上高

1,067（百万円）売上高

賃料収入

ホテル

ゴルフ

その他

投資事業
76.8%

アレンジメントフィー

ＡＭフィー

アセットマネージメント事業
12.0%

不動産開発業務委託報酬

媒介手数料その他の事業
11.2%
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セグメント概況 会社概要／株式情報

2012年3月31日現在

2012年6月28日現在

2012年3月31日現在

2012年3月31日現在

2012年3月31日現在

（注）
1.取締役　岡田和則、松本一郎および川﨑貴生の各氏は、新任の取締役です。
2.監査役　三嶋政美氏は、新任の監査役です。
3.監査役　河合徳彦氏は、常勤監査役です。



毎年4月1日から翌年3月31日まで

毎年6月

定時株主総会	 毎年3月31日
剰余金の配当	 期末3月31日
	 中間9月30日

電子公告

三菱UFJ信託銀行株式会社

〒541-8502
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱UFJ信託銀行株式会社
大阪証券代行部
TEL.0120-094-777（通話料無料）

大阪証券取引所JASDAQ市場

2134

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

基 準 日

公 告 方 法

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先
（お問い合わせ先）

上場証券取引所

証 券 コ ー ド

：

：

：

：

：

：

：

：

株主メモ

お問い合わせ

※但し、事故その他のやむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場
合は、日本経済新聞に掲載して行います。

ご注意

1.�株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、	
原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承るこ	
ととなっております。口座を開設されている証券会社等にお問い合わ	
せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱い	
できませんのでご注意ください。
2.�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきまして	
は、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、左記	
特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問い合わせくだ	
さい。なお、三菱UFJ信託銀行全国本支店でもお取次ぎいたします。

3.�未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行全国本支店で	
お支払いいたします。

最新の事業内容、会社概要、IR情報等は、当社ホームページでご覧いただけます。

○ IRに関するお問い合わせ

○ メール配信のご案内

経営管理本部 IR担当 TEL.06 -6205-5611または、上記ホームページ
よりお問い合わせいただけます。

最新のニュースリリースやホームページの更新情報等を、ご登録の皆様に
電子メールにてお知らせいたします。

当社ホームページの「IR／投資家情報」内右記バナーよりご覧いただけます。

〒541-0048 大阪市中央区瓦町二丁目3番15号 瓦町ビルディング
TEL：06-6205-5611（代表）/FAX：06-6205-5711

IR情報メールの
配信ご登録
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